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B は Dと養子縁組をした上で，Aが Dを後継経営者として指定した。Aが平
成18年６月４日に死亡したため，Aの保有株式（9700株）（以下，本件株式と
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さえすれば，たとえそれが共有者の一人によって勝手に作成されたものであっ
たとしても，会社は免責され，会社法106条但書の違反とならないと解するの
かどうかは改めて検討を要する問題といえる。しかし，会社に悪意または重過
失がない限り，共有者の全員の署名の付された協議書を確認し，その協議内容
に従って権利行使を認めれば，免責が認められ，株主としての議決権行使に瑕
疵は生じないと解することもできるのではなかろうか。
　第３に，平成11年最判のみならず平成24年東京高判，平成20年大阪高判はい
ずれも，株主権のうち株主総会における議決権の行使が問題となっている点に
留意する必要がある。共有株式に係る権利行使者の指定・通知がない場合に会
社が共有株主の一部による議決権の行使を認めると，株主総会の決議の成否が
取締役の判断によって恣意的に左右される可能性があり，その結果として，他
の共有株主に及ぼす影響が少なくないからである。一方，株主権のうち単独株
主権であって権利の大きさないし権利行使の結果が権利行使株主の保有株式数
の大小と連動しないもの（例えば，違法・不公正な募集株式の発行等の差止請
求権（会社法210条），違法・不公正な募集新株予約権の発行差止請求権（会社
法247条），取締役・執行役の違法行為に対する差止請求権（会社法360条・422
条），株主総会等の決議の取消訴権（会社法831条），会社の組織に関する行為
の無効の訴えの提起権（会社法828条），責任追及等の訴えの提起権（会社法
847条），定款の閲覧等請求権（会社法31条２項），株主名簿の閲覧等請求権（会
社法125条２項），株主総会・取締役会の議事録の閲覧等請求権（会社法318条
４項，371条２項）等）については権利行使者の指定・通知がなくても，会社が，
共有株主の一人が株主であることを確認できれば，その者による権利行使を認
めても差し支えないともいえる。
　そうだとすれば，平成24年東京高判の示した判断枠組みの射程は，株主の議
決権のように保有株式数が権利の大きさや権利行使の結果に影響を及ぼす株主
権を対象とする一方，単独株主権のうち保有株式数の大小が権利行使の結果等
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に連動しないものには及ばず，後者の株主権に関しては，権利行使者の指定・
通知を欠く場合に，会社は，共有株主間における協議等がなくても，特定の共
有株主の一人による権利行使を認めても構わないと解することになろうか。
